様式第１号（廿日市市木造住宅耐震診断事業実施要綱第５条）

 (第１面)

木造住宅耐震診断申込書
　　年　　月　　日

廿日市市長　様

申込者（所有者等）

フリガナ

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※）

（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　－　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　

廿日市市木造住宅耐震診断事業実施要綱第５条の規定に基づき、耐震診断を受けたいので関係書類を添えて申し込みます。

　この申込書及び添付書類に記載の事項は事実に相違ありません。

	診断を希望する住宅の所在地（地番）
	廿日市市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	建築時期
	昭和　　　年　　　月（□建築　　□着手）

※昭和５６年５月３１日以前に建築又は着手されたものが対象です。

	住宅の種類
	□一戸建ての住宅　　　□長屋

□併用住宅（住宅部分以外の用途：　　　　　　　　　　　　）

	使用形態
	自己居住用（賃貸用住宅を除く）

	構造
	木造　□在来軸組構工法　　□伝統的構法

	階数
	□平屋建て　□２階建て

	延べ面積
	　　　　　　　㎡（併用住宅の場合、住宅部分の床面積：　　　㎡）

	建築確認
	昭和　　　年　　　月　　　日　第　　　　　　号

	その他
	①市税及び使用料の滞納がある場合、この事業を受けることができません。

□滞納はない。

	
	②すでに本事業の耐震診断を受けている方は、この事業を受けることができません。

□これまでに本事業の耐震診断を受けていない。

	
	③この耐震診断にかかる費用は、市が負担していますが、耐震診断にかかる諸経費として自己負担金が必要となりますので、あらかじめ、ご承知ください。

※1 交通費

※2 建物平面図作成費（参考となる図面がある場合は不要です。）

□承知した。


（第２面）

	提　出　書　類

	申込時に必要な書類について確認してください。なお、提出された書類については返却できませんのでご了承ください。

□建物の所有者が確認できる書類

□建築又は着手時期が確認できる書類

□申込者の納税証明書（滞納がない旨の証明）

□付近見取り図（簡易な見取り図でも構いません）

□建物の面積、構造及び階数等の概要が確認できる書類

□建物平面図（診断の参考となる現況の建物平面図があれば提出してください）




※　一人の所有者等に対して１棟のみ申込みが可能です。

※　この申込みの結果については、後日、通知いたします。

※　□印にチェックをしてください

※1 交通費とは、派遣耐震診断士が事業所から耐震診断調査対象建物までの移動に要する費用をいいます。

※2建物平面図作成費とは、派遣耐震診断士が耐震診断調査の参考となる現況の建物平面図が無い場合に、現地で現況建物の寸法や間取り等を調査し、建物平面図を作成する費用をいいます。（参考となる図面がある場合は不要です。）

